教師と保護者のニーズに応える養護学校のセンター的な役割についての提案
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１．はじめに

近年の特殊教育を巡る動向は、児童生徒の障害の重度・重複化や早期からの教育的対応に関するニーズの高まり、より軽度の障害のある児童生徒への対応の必要性、社会のノーマライゼーションの進展やインクルージョン教育への志向等の状況が顕著になってきている。

このような状況の中で、文部科学省調査研究協力者会議の「21世紀の特殊教育の在り方について」の最終報告(文部科学省, 2001)では、従来の「特殊教育」から「特別なニーズ教育」への転換を打ち出している。障害のある児童生徒の一人一人のニーズに応えていくためには、今後養護学校は、地域の特殊教育のセンターとして様々な教育的ニーズを把握し、必要な支援を行っていかなければならないと考える。

２．研究の目的

このような特殊教育を巡る新たな状況を踏まえ、障害のある子どもを持つ保護者は、地域で生活する中でどのような問題を抱えているか、また、普通学校で障害のある児童生徒の教育に携わっている教員は、どのような願いを持っているのか等について、アンケート調査及びインタビュー調査により明らかにする。

調査の結果から、養護学校は、地域の特殊教育のセンターとして、今後どのような役割を果たしていけばよいかについて提案することを目的とする。

３．調査の方法

本研究による調査は、デルファイ法を採用した。まず、幼稚園や小・中学校で特殊教育に関わっている教師や障害のある子どもの保護者を対象に、アンケート調査を実施した。次に、アンケート調査の結果について提示し再度意見をもらうという手順を踏んだ。

４．結果と考察

調査の結果から、養護学校に次のようなサービスが求められていることが明らかになった。

１）普通学校の教師へのサービス

（１）身近な相談窓口の設置

身近な専門機関として養護学校が「相談の窓口」となることが求められている。相談者の精神面についてのサポート、相談内容に応じた適切な対応、普通校に専門の相談員を派遣するサービスが必要とされていると考える。

（２）子どもの実態を正しく知るための支援

子どもの実態を正しく評価するために、専門家による行動観察や検査による評価、及び児童生徒に障害があるかどうか、担任が簡単にチェックできるような基準表の作成が必要であると考える。

（３）個々のニーズに応じた指導のための支援

指導に関する資料の提供、教材・教具の貸し出し、個別の指導計画の作成が必要であると考える。

（４）教師サポートのための人材派遣

特別なニーズを必要とする児童生徒をサポートするための補助員の配置、特殊学級の児童生徒のサポートのための補助員の配置が考えられる。

（５）参加しやすい研修の機会の提供

市内で研修の機会を提供、放課後や長期休業日を利用した研修会の開催、要望に応じた研修内容の検討、ネットワークを利用した研修の提供が考えられる。

（６）訓練できる環境の提供

養護学校の施設の開放、養護学校で専門的な訓練を提供することが必要とされていると考える。

（７）情報の提供

専門機関に関する情報提供、専門的な知識を得るための情報提供を行うことが必要であると考える。

（８）保護者の考え方や意識に対するアプローチ

専門家が保護者へのカウンセリングや指導を行い、保護者と担任の両者が連携できるための支援をすることが必要であると考える。

（９）特殊学級担当者会の開催

特殊学級担任の研修や悩みを話し合う場として、養護学校が担当者会の場を提供する。

（10）子どもの発達に合わせた継続的な支援システム

乳幼児から子どもに関する情報が引き継がれ、成長の各地点で関係機関が情報を共有し総合的に子どもを支援できるようなシステムが必要である。そのために個人カルテを作成することが必要であると考える。

（11）相談員の専門性

分野別に、詳しい専門家を置く。

（12）専門機関との連携

インターネットなどの情報機器を活用した専門機関の連携を考える必要がある。

２）保護者へのサービス

（１）専門機関に関する情報提供

どこにどのような専門機関があるのか、どのような専門の先生がいるのか、またどのようなサービスが行われているのかについての情報を、Webページやパンフレットなど様々な形で提供することが考えられる。

（２）身近な相談窓口の設置

「何でも相談」の窓口を設置し、相談方法も保護者が選択できるようにいくつか用意しておく。専門の職員が専門分野の相談内容を担当し、適切に対応することが必要であると考える。

（３）専門機関の適切な対応

子どもの障害についてのきちんとした説明、保護者の心のケア、障害に合った支援の場の提供、家庭への支援を行っていくことが必要であると考える。

（４）継続した相談体制づくり

一人の子どもが生まれてから一生を通じて継続的にケアしてくれるような相談のシステムが必要とされていると考える。

（５）医療、福祉、教育の連携

個々の子どもに関わる専門機関が、情報を共有し多面的に子どもを理解していくことが必要とされており、そのために、イントラネットを利用した情報の交換、共有、個別の指導計画の作成が必要であると考える。

（６）適切な就学指導を行う体制づくり

早期からの教育相談の流れの中での就学相談の実施、就学指導担当者としての資質の向上、就学指導委員会のメンバー構成の見直し、普通学校の受け入れ体制作りが必要であると考える。

（７）生活の質を高めるためのサービス

生きがいをもって働くためのサービス、自立生活のためのサービス、余暇活動を充実させるためのサービスが望まれていると考える。

（８）地域社会への理解啓発

養護学校を地域に開放し、一般の人々の出入りをオープンにするとともに、障害のある子ども達が地域に出て行く機会をふやしていくことが必要である。

５．おわりに

このような教師や保護者のニーズに応えていくためには、子どもの一生を通じて多面的にサポートすることができる養護学校の将来像が浮かび上がってくる。しかし、現在の養護学校は、それらのニーズに対して十分なサービスができる条件が整っているとはいえない。

今後、養護学校は、現在可能と思われるサービスから徐々にサービス拡大への努力を行っていくとともに、養護学校に対しては、地域の特殊教育のセンターとして機能するための条件整備が求められる。
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